様式第１号（第３条関係）
指定管理予定候補者申請書
年　　月　　日
　　田尻町長　　様
申請者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名

　　
　田尻町公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例第３条の規定により下記のとおり申請します。
記
　１　指定を受けようとする公の施設の名称
田尻歴史館
　２　添付書類
(提案様式第１号)

令和　　年　　月　　日

申請資格に関する申立書
田　尻　町　長　　様
　　　　　　　　　　　　　　

申請者　　所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

団体名

代表者の氏名

　田尻歴史館の指定管理予定候補者申請に当たり、法人その他の団体又はその代表者が次の要件を全て満たしていることを申し立てます。
（１）　日本国内に営業所又は事務所を置いていること
（２）　事業を行ううえで、必要な資格を有していること。
（３）　田尻歴史館の運営及び事業展開に理解と熱意を持ち、田尻歴史館の管理運営を円滑かつ安定して実施できるとともに、公の施設として利用者の公平な利用の確保とサービスの向上を図ることができること。
（４）　募集要項の配付開始の日から審査結果の公表の日までの期間について、田尻町建設工事等指名停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けていないこと。
（５）　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第２項の規定により一般競争入札の参加資格の制限を受けていないこと。

（６）　地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第11項の規定により本町又は他の地方公共団体から指定を取り消されたことがない、又は取消後３年以上経過していること。

（７）　国税及び地方税を完納していること。
（８）　役員等（法人にあっては役員及び経営に実質的に関与している者、その他の団体にあってはその代表者及び経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が日本国憲法施行の日以後において、日本国憲法及びそのもとに成立した政府を暴力で破壊することを主張する政党その他の団体を結成したことのない者、又はこれに加入したことのない者
（９）役員等が禁錮の刑に処せられ、その執行が終えている者、又はその執行を受けることがなくなるまでの者
（10）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に掲げる暴力団でないもの、又は田尻町暴力団等排除条例（平成24年田尻町条例第10号）第２条第第３号に掲げる暴力団密接関係者でない者

（提案様式第２号）

Ａ４サイズ／体裁自由
事業計画書
１　法人等の概要（共同提案の場合は、代表となる法人等の概要を記入してください。）

	代表法人等名
	

	所在地
	〒

	連絡先
	担当部署

担当者名
電話番号
ＦＡＸ
電子メールアドレス

	設立年・資本金
	設立年　　　　　　　年
	資本金
	

	従業員数
	人（令和　　年　　月　　日現在）


　（参画法人等）※共同提案がある場合

	①法人等名
	

	所在地
	

	分担内容
	

	担当者及び連絡先
	担当者
電話番号
ＦＡＸ
電子メールアドレス


	②法人等名
	

	所在地
	

	分担内容
	

	担当者及び連絡先
	担当者
電話番号
ＦＡＸ
電子メールアドレス


　参画法人欄が足りない場合は、欄を追加してください。
２　事業経歴　

（１）提案事業部門に関する実績

	事業を行った時期・期間
	主要な施設名・事業内容

	年　～　　　　年

（　　　年間）
	施設名：
事業内容：

	　年　～　　　　年

（　　　年間）
	施設名：
事業内容：

	　　　　年　～　　　　年

（　　　年間）
	施設名：
事業内容：


　（２）その他の部門での主要な事業実績

	事業を行った時期・期間
	主要な施設名・事業内容

	年　～　　　　年

（　　　年間）
	施設名：
事業内容：

	　年　～　　　　年

（　　　年間）
	施設名：
事業内容：

	　　　　年　～　　　　年

（　　　年間）
	施設名：
事業内容：


３　平等利用等の適切な管理を行うための方策について
　(１)　施設の管理運営を実施する際の基本方針及び貴社・団体としての社会貢献活動等について記載してください。
	①　管理運営を希望する理由

②　施設を管理運営する基本方針
③　貴社・団体として実施している社会貢献活動、法令遵守などの取組み




(２)　平等な利用を図るための具体的な手法を記載してください。
	①　平等利用を確保するための基本方針
②　高齢者、障害者等に対して利用援助の方針



４　施設の効用を最大限発揮するための方策について

（１）　歴史館の設置目的及び管理運営方針に基づき、歴史館の活用を図るための具体的手法と期待される効果について記載してください。
	


（２）　利用者の増加、サービスの向上を図るための具体的手法及び期待される効果について記載してください。
	


（３）　歴史館の維持管理の内容についての具体的な手法及び期待される効果について記載してください。
	


（４）歴史館を活用した自主事業についての具体的な手法及び期待される効果について記載してください。

	①レストラン事業
②各種教室やイベントの開催
③その他、歴史館の雰囲気に合った文化の香り高い催し




（５）　その他町への貢献について提案があれば記載してください。
	


５　管理に関する経費の縮減に関する方策及び財政基盤に関する事項について
　（１）　管理運営経費の縮減（又は、町への納付金等の実施）について、その額と根拠となる考え方について記載してください。

	①　町からの管理運営経費の所要額

②　①の額を実現するための具体的方策




　（２）　安定的な運営が可能となる財政的基盤について記載してください。
	


６　その他の管理に際して必要な事項について
　（１）　町が実施する事業等への協力について対応できる事項を記載してください。

	


　（２）　行政の福祉化（就職困難者等の雇用・就労支援の実施）並びに地域雇用への配慮について記載してください。

	


　（３）　町民、ＮＰＯとの協働の取組みについて記載してください。

	①　提案事業の実施に際して、ボランティア・ＮＰＯ等との協働事業を実施する場合その内容を具体的に記載してください。

②　施設運営やサービスの向上、事業の企画などに町民、ＮＰＯ等が参加・参画できる機会を確保する取組みを実施する場合はその内容を具体的に記載してください。




 （４）　環境問題への取組みについて記載ください。

	○　歴史館の管理運営に際して、リサイクルなど環境問題への取組みについて実施する場合その内容を具体的に記載してください。




（提案様式第３号）

Ａ４サイズ／体裁自由
収支計画書
	
	
	令和９年度
	令和10年度
	令和11年度
	令和12年度
	令和13年度

	収入見込み額
	町委託料
	
	
	
	
	

	
	自主事業
収入
	
	
	
	
	

	
	利用料
	
	
	
	
	

	
	収入合計
	
	
	
	
	

	支出見込み額
	人件費
	
	
	
	
	

	
	設備メンテナンス費
	
	
	
	
	

	
	植栽管理費
	
	
	
	
	

	
	光熱水費
	
	
	
	
	

	
	諸経費
	
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	
	

	
	支出合計
	
	
	
	
	

	損　　益
	
	
	
	
	


※町からの管理委託料は、令和９年度から令和13年度で総額173,500,000円を上限とします。これを下回る提案を期待します。
※積算内訳資料を添付してください。

（提案様式第４号）

Ａ４サイズ／体裁自由
管理体制計画書
　適正な管理業務の遂行を図ることができる能力に関する事項について
１　管理体制について
	①　基本的な考え方

②　組織体制図

③　人員配置図



２　職員の指導育成、研修体制について
	○　歴史館で、従事する職員に対する指導育成の方針、研修体制及び回数について記載してください。



３　防災･安全対策の実施及び非常時の危機管理体制の確立について
	①　利用者の安全を確保するため、必要な防災･安全対策を講じてください。

　（必要な防災･安全対策の項目を記載してください。）

②　災害発生時における具体的な避難方法や利用者の安全確保を保つため、万全の危機管理体制を確立してください。

（危機管理のため予め整えるべき項目を記載してください。）




（提案様式第５号）

Ａ４サイズ／体裁自由
障害者雇入れ計画書
	１　障害者の雇用計画人数
	

	２　雇用計画の期間
	雇用予定時期
	人　数

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	３　就業予定場所等

　（就業予定場所について、歴史館を優先するものとしますが、貴社・団体の他の職場を含むものとします。）
	就業予定場所
	職種名
	人数

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	４　計画を実現するための具体的な取組み

　（求人方法、採用計画など達成の根拠を具体的に記載してください。）


	


上記のとおり障害者の雇入れ計画については、確実に実施することとし、雇用後は速やかに報告します。

田尻町長　様

令和　　年　　月　　日

所在地

法人名

代表者職･氏名
（提案様式第６号）
誓約書
私は、田尻町が田尻町暴力団等排除条例（平成24年田尻町条例第10号。以下「条例」という。）に基づき、公共工事等及び売払い等により暴力団を利することとならないように、暴力団員及び暴力団密接関係者を入札、契約から排除していることを承知したうえで、下記事項について誓約します。 

　なお、必要な場合には、大阪府泉佐野警察署長に照会することについて承諾します。

記

１　私は、田尻町の公共工事等を受注するに際して、田尻町暴力団等排除条例施行規則（平成24年田尻町規則第15号。以下「規則」という。）第３条各号に掲げる者のいずれにも該当しません。 

２　私は、規則第３条各号に掲げる者の該当の有無を確認するため、田尻町から役員名簿等の提出を求められたときは、速やかに提出します。 

３　私は、本誓約書及び役員名簿等が田尻町から大阪府警察本部及び大阪府泉佐野警察署に提供されることに同意します。 

４　私が規則第３条各号に掲げる者に該当する事業者であると田尻町が大阪府警察本部又は大阪府泉佐野警察署から通報を受け、又は田尻町の調査により判明した場合は、その旨を公表することに同意します。

５　私が田尻町暴力団等排除条例第７条に規定する下請負人等を使用する場合は、これら下請負人等から誓約書を徴し、当該誓約書を田尻町に提出します。 

６　私の使用する下請負人等が、規則第３条各号に掲げる者に該当する事業者であると田尻町が大阪府警察本部又は大阪府泉佐野警察署から通報を受け、又は田尻町の調査により判明し、田尻町から下請契約等の解除又は二次以降の下請負に係る契約等の解除の指導を受けた場合は、当該指導に従います。 

田尻町長　様 

年　　月　　日 

・所在地
・商号又は名称

・代表者職・氏名 　　　　　　　　　　　　　　　実印

田尻町暴力団等排除条例抜粋
（定義）
第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
(１)　暴力団　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。
(２)　暴力団員　法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。
(３)　暴力団密接関係者　暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者として規則で定めるものをいう。
(４)　暴力団事務所　暴力団の活動の拠点である施設又は施設の区画された部分をいう。
(５)　公共工事等　建設工事（建設業法（昭和24年法律第100号）第２条第１項に規定する建設工事をいう。）の請負、役務の提供又は物品の購入その他の調達のうち町が発注するものをいう。
(６)　売払い等　売買契約その他の契約に基づいて行われる町の不動産又は物品の売払い又は貸付けをいう。
(７)　指定管理者　地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３項に規定する指定管理者をいう。
(８)　公の施設　別表に掲げる条例に定める施設をいう。
（公共工事等及び売払い等からの暴力団の排除）
第７条　町は、暴力団員及び暴力団密接関係者が公共工事等及び売払い等の契約の相手方（以下「契約相手方」という。）及び次に掲げる者（以下「下請負人等」という。）となることを許してはならないものとする。
(１)　下請負人（公共工事に係る全ての請負人又は受託者（契約相手方を除く。）をいい、第二次以下の下請契約又は再委託契約の当事者を含む。以下同じ。）
(２)　契約相手方又は下請負人と公共工事等に係る資材又は原材料の購入契約その他契約を締結する者（下請負人に該当する者を除く。）
田尻町暴力団等排除条例施行規則抜粋
（暴力団密接関係者）
第３条　条例第２条第３号の規則で定める者は、次のいずれかに該当する者とする。
(１)　自己若しくは第三者の利益を図り、又は第三者に損害を加える目的で、暴力団又は暴力団員を利用した者
(２)　暴力団の威力を利用する目的で、又は暴力団の威力を利用したことに関し、暴力団又は暴力団員に対し、金品その他の財産上の利益又は役務の供与（次号において「利益の供与」という。）をした者
(３)　前号に定めるもののほか、暴力団又は暴力団員に対し、暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することとなる相当の対償のない利益の供与をした者
(４)　暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者
(５)　事業者で、次に掲げる者（アに掲げる者については、当該事業者が法人である場合に限る。）のうちに暴力団員又は第１号から前号までのいずれかに該当する者のあるもの
ア　事業者の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、当該事業者に対し、業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。）
イ　支配人、本店長、支店長、営業所長、事務所長その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、営業所、事務所その他の組織（以下「営業所等」という。）の業務を統括する者
ウ　営業所等において、部長、課長、支店次長、副支店長、副所長その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、それらと同等以上の職にある者であって、事業の利益に重大な影響を及ぼす業務について、一切の裁判外の行為をする権限を有し、又は当該営業所等の業務を統括する者の権限を代行し得る地位にあるもの
エ　事実上事業者の経営に参加していると認められる者
(６)　前各号のいずれかに該当する者であることを知りながら、これを相手方として、条例第２条第５号に規定する公共工事等及び同条第６号に規定する売払い等に係る下請契約、資材又は原材料の購入契約その他の契約を締結した事業者
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